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連結経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。 

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期 

第２四半期 
連結累計期間

第13期
第２四半期 
連結累計期間

第12期
第２四半期 
連結会計期間

第13期 
第２四半期 
連結会計期間

第12期

会計期間

自  平成20年 
  ４月１日 
至  平成20年 
  ９月30日

自  平成21年
  ４月１日 
至  平成21年 
  ９月30日

自 平成20年
  ７月１日 
至  平成20年 
  ９月30日

自  平成21年 
  ７月１日 
至  平成21年 
  ９月30日

自  平成20年
  ４月１日 
至  平成21年 
  ３月31日

売上高 (千円) 10,002,574 5,536,620 5,016,976 2,473,978 18,420,457

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 53,593 △460,173 20,906 △194,930 △741,866

四半期(当期)純損失(△) (千円) △1,476,779 △872,248 △896,445 △213,917 △9,547,715

純資産額 (千円) ― ― 11,732,876 2,732,709 3,594,063

総資産額 (千円) ― ― 18,398,519 6,785,344 12,280,705

１株当たり純資産額 (円) ― ― 22,348.44 5,302.05 6,911.09

１株当たり四半期(当期) 
純損失(△)

(円) △2,865.37 △1,692.35 △1,739.31 △415.05 △18,524.90

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 62.6 40.3 29.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △950,646 △142,471 ― ― △13,611

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △196,384 1,397,402 ― ― △3,626,469

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 255,738 △2,586,987 ― ― 2,493,878

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,630,568 2,079,836 3,411,892

従業員数 (人) ― ― 1,261 882 1,074
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、株式会社テンポリノベーション（連結子会社）及び株式会社キュ

アリアス（連結子会社）は当社が所有する株式をすべて売却したため関係会社に該当しなくなりました。

  

        平成21年９月30日現在 

 
 (注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社 
       グループへの出向者を含む)であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期連結会計期間の平 
    均人数を外数で記載しております。なお、臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除い 
    ております。 

  

        平成21年９月30日現在 

 
 (注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む) 
    であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており 
    ます。なお、臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除いております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(人) 882 [ 236 ]

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 777 [  229 ]
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当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注)  本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

 
(注) １．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合、品目別販売実績、地域別販売実績は次のとおりであり

ます。 

  
    ① 主な相手先別販売実績 
  

 
   (注) １. 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２. 当第２四半期連結会計期間の三菱ＵＦＪリース㈱については、当該割合が100分の10未満のため

      記載を省略しました。  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年９月30日)

前年同四半期比(％)

ソリューション事業(千円) 196,517              38.8

合計(千円) 196,517              38.8

(2) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年９月30日)

前年同四半期比(％)

ソリューション事業(千円) 2,473,978       49.3

合計(千円) 2,473,978               49.3

相手先

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱クレディセゾン 1,464,319 29.2 958,041 38.7

三菱ＵＦＪリース㈱ 519,057 10.3 ─ ─
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   ② 品目別販売実績 
  

 
     (注)  本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
   ③ 地域別販売実績 
  

 
     (注)  本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

金額（千円） 前年同四半期比(％)

ソリューション事業計 2,473,978 49.3

小売業向けソリューション 918,643 80.3

工務店及び工事会社向けソリューション 482,594 52.0

医療機関向けソリューション 394,216 68.1

飲食業・仲卸業向けソリューション 204,847 14.8

美容業向けソリューション 101,627 98.2

士業向けソリューション 583 3.0

製造業向けソリューション 178,462 44.0

運送業向けソリューション 87,986 42.1

その他 105,015 60.2

合計 2,473,978 49.3

地域別

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

金額（千円） 前年同四半期比(％)

ソリューション事業計 2,473,978 49.3

関東地域 1,669,729 43.9

関西地域 296,951 67.3

東海地域 244,154 63.6

東北地域 58,401 149.0

九州地域 128,472 62.2

中国地域 76,191 55.5

北海道地域 76 4.2

合計 2,473,978 49.3
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

（１）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、中国など世界経済が持ち直しに転じているこ

とを受け、輸出は増加が続き、在庫調整の進展や経済対策の効果から生産量の増加により、製造業を

中心とした景況感の回復が見られるものの、非製造業については、設備投資の抑制や個人消費などの

内需低迷を反映し、景況感の改善は小幅に留まりました。 

 当社の顧客層である小企業におきましては、輸出・生産の回復の影響を受けにくいことから、引き

続き厳しい状況が続いております。 

 このような状況の下、当社グループにおきましては、事業の柱であるＩＴパッケージ販売に経営リ

ソースを集中させることによる「本業回帰」をテーマに掲げ、周辺事業の縮小、グループ再編及び組

織規模の最適化、財務基盤の強化、内部統制の再構築に引き続き取り組んでまいりました。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高につきましては、グループ再編の推進による連

結子会社の売却に伴い、売却対象となった連結子会社分の売上が減少したこと、当社の主力事業であ

るＩＴパッケージ事業において、景況感の悪化に伴い受注が伸び悩んだこと、周辺事業の縮小を進め

たことなどにより、2,473百万円（前年同期比50.7%減）となりました。 

 利益面につきましては、グループ再編に伴って売却された連結子会社分の経費の減少、組織規模の

最適化による人件費の減少、本社オフィスや支店の移転による地代家賃の削減、全社的なローコスト

オペレーションの実施によるコスト抑制等により、販売管理費が1,912百万円（前年同期比43.2％

減）と減少したものの、売上減少分を補うことはできなかったため、営業損失は194百万円（前年同

期は営業損失0百万円）、経常損失は194百万円（前年同期は経常利益20百万円）、四半期純損失は

213百万円（前年同期は四半期純損失896百万円）となりました。 

[売上高について] 

・ＩＴパッケージ 

ＩＴパッケージ事業につきましては、景況感の悪化に伴い、当社のターゲット顧客である小企業の

需要が落ち込んだことにより、新規受注件数が伸び悩んだ影響で、売上高は1,458百万円（前年同期

比39.9％減）となりました。 

・経営支援サービス 

経営支援サービス事業につきましては、周辺事業の縮小及びグループ再編の推進に伴う、連結子会

社売却等による開業支援サービスの縮小、金融支援サービスの清算等の影響で、売上高は807百万円

（前年同期比58.0％減）となりました。 

・その他 

その他事業につきましては、周辺事業の縮小及びグループ再編の推進に伴い、前第２四半期連結会

計期間末以降、飲食店ＦＣ事業を行う株式会社キュアリアスをはじめとする連結子会社４社の売却を

実施した影響で、売上高は207百万円（前年同期比68.9％減）となりました。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

7



  

（２）財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて40.5％減少し、3,364百万円となりました。これは主に現

金及び預金が1,359百万円、売上高減少に伴い受取手形及び売掛金が281百万円減少したことによるも

のであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて48.4％減少し、3,420百万円となりました。これは主に、

当第２四半期連結会計期間において株式会社テンポリノベーションを連結範囲から除外したこと等に

より、賃貸用店舗資産1,011百万円及び貸与資産601百万円が減少し、保有株式の売却により投資有価

証券が735百万円、本社移転等により敷金及び保証金が452百万円減少したことによるものでありま

す。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末と比べて51.3％減少し、3,636百万円となりました。これは主に、

借入金の返済により短期借入金2,482百万円及び１年内返済予定の長期借入金106百万円、本社等の移

転により移転損失引当金が411百万円減少したことによるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末と比べて65.9％減少し、415百万円となりました。これは主に、株

式会社テンポリノベーションを連結範囲から除外したこと等により、預り保証金等のその他固定負債

が656百万円減少したことによるものであります。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、以

下の各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因により、当第２四半期連結会計期間末は2,079

百万円（前年同四半期連結会計期間末は3,630百万円）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、４百万円の増加（前年同四半期連結会計期間は27百万円の

減少）となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失224百万円、事業清算損の支払額が119百

万円であったものの、減価償却費が115百万円、賃貸用店舗資産の売却による収入151百万円、法人税

等の還付額113百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、得られた資金は869百万円（前年同四半期連結会計期間は126百万円の収入）とな

りました。これは主に投資有価証券の売却による収入436百万円、敷金及び保証金の回収による収入

227百万円、連結範囲の変更に伴う子会社株式の売却による収入323百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は1,769百万円（前年同四半期連結会計期間は440百万円の収入）とな

りました。これは主に、短期借入金の返済による支出1,772百万円によるものであります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 
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（５）株式会社の支配に関する基本方針 

  ①基本方針の内容 

当社グループは、「Small Business Revolution（スモール・ビジネス・レボリューション）」を

ビジョンとして掲げ、従業員20名以下の小企業を対象とし、その潜在能力を最大限に引き出し、その

力を結集することで社会に変革をもたらすことを使命と位置づけ事業活動を展開しております。この

ビジョンの実践が企業価値及び株主共同の利益の向上に繋がると考えております。 

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。 

 しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に

対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社

の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案する

ための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をも

たらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。 

こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する大量買付が行われた際に、かかる大量買付に応じ

るべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案する為に必要な情報や時

間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考え、平成19年

５月28日開催の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導

入を決議し、平成19年６月28日開催の第10回定時株主総会においてご承認いただきました。 

  ②具体的な取組み 

当社グループの当連結会計年度は、「本業回帰」をテーマに掲げ、経営リソースの集中による周辺

事業の縮小、グループ再編及び組織規模の最適化、財務基盤の強化、内部統制の再構築に取り組んで

まいりました。 

 具体的には、(1)ＩＴパッケージの安定収益確保を行うため、ａ）販売サイクル見直しによる収益

性の確保、ｂ）モバイル版ＩＴパッケージの販売強化、ｃ）ホームページ制作のリードタイム改善に

伴う納期短縮に取り組んでまいります。 

 (2)経営支援サービスの縮小として、引続きＩＴパッケージと親和性の高い各種サポートサービス

やヤフー株式会社の連携強化を図ってまいりますが、その他支援サービスについては、収益性改善の

観点から一旦縮小を図ってまいります。 

 (3)ＩＴパッケージ事業を中心とした事業展開に向けグループ再編を行うとともに、(4)組織規模の

最適化を図り、業務オペレーションの改善を推進してまいります。 

 (5)財務基盤の強化を図るため、グループ資産の整理等を行ってまいります。 

 (6)内部統制の再構築を行うことで、経営管理体制の強化、不正行為の再発防止策に努めてまいり

ます。 

 以上の施策を重点的に取組み、「本業回帰」を推進してまいります。 
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 

当社は、平成19年６月28日開催の第10回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を受け、当社

株式の大量取得行為に関する対応策（以下、「本プラン」という）を導入しました。 

 本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株券等

に対する買付等が行われる場合に、買付者又は買付提案者に対し、事前に当該買付等に関する情報の

提供を求め、当社が当該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保した上で、株主に当社

経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続きを定めていま

す。 

 本プランは、以下の1)又は2)に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。 

1) 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付 

2) 当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係

者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付 

④本プランの合理性 

1) 買収防衛策の指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。 

2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主

の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

  

（６）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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(注)「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,752,000

計 1,752,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 516,154 516,154
ジャスダック
証券取引所

当社は、単元株制度を採用して
いないため、単元株式数はあり
ません。

計 516,154 516,154 ― ―
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①旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。                                            

 
 (注)１. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により 
      権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式 
      の数」を減じております。 
   ２.  平成17年５月20日付で株式１株を４株、平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株 
      式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予 
      約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
      発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

(2) 【新株予約権等の状況】

平成16年６月29日 定時株主総会決議

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) (注１) 204

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注１,２)

1,632

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

          １株当たり 151,607

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から 
平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円) (注２)

          発行価格 151,607 
             資本組入額  75,804

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
 までの間、継続して当社または当社連結子会社の取 
 締役、監査役または従業員のいずれかに在任または 
 在職することを要する。ただし、任期満了による退 
 任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある 
 と認めた場合はこの限りではない。 
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死 
 亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす 
 る。 
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。 
                 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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 (注)１. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により 
     権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式 
     の数」を減じております。 
   ２. 平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「 
     新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予    
     約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて 
     おります。 

平成17年６月29日 定時株主総会決議(平成17年７月26日 取締役会決議)

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) (注１) 1,541

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注１,２)

3,082

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

          １株当たり 285,705

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から 
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円) (注２)

          発行価格  285,705 
             資本組入額 142,853

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
 までの間、継続して当社または当社連結子会社の取 
 締役、監査役または従業員のいずれかに在任または 
 在職することを要する。ただし、任期満了による退 
 任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある 
 と認めた場合はこの限りではない。 
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死 
 亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす 
 る。 
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。 
                 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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 (注)１. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により 
     権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式 
     の数」を減じております。 
   ２. 平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「 
     新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予    
     約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて 
     おります。 

平成17年６月29日 定時株主総会決議(平成18年１月27日 取締役会決議)

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) (注１) 694

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注１,２)

1,388

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

          １株当たり 497,286

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から 
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円) (注２)

          発行価格  497,286 
             資本組入額 248,643

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
 までの間、継続して当社または当社連結子会社の取 
 締役、監査役または従業員のいずれかに在任または 
 在職することを要する。ただし、任期満了による退 
 任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある 
 と認めた場合はこの限りではない。 
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死 
 亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす 
 る。 
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。 
                 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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②会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

 
 (注) 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により 
    権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式 
    の数」を減じております。              

  

平成18年６月29日 定時株主総会決議(平成19年８月24日 取締役会決議)

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) (注) 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注１)

1,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)           １株当たり 46,100

新株予約権の行使期間
平成21年10月１日から 
平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円) 

          発行価格  46,100 
             資本組入額 23,050

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
 までの間、継続して当社または当社連結子会社の取 
 締役、監査役または従業員のいずれかに在任または 
 在職することを要する。ただし、任期満了による退 
 任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある 
 と認めた場合はこの限りではない。 
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死 
 亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす 
 る。 
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。 
                 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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    該当事項はありません。 

  

  

 
  

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年７月１日～ 
平成21年９月30日

― 516,154 ― 7,744,094 ― 2,141,182

(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ヤフー株式会社 東京都港区赤坂９－７－１ 101,870 19.73

村山 拓蔵 東京都港区 85,037 16.47

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋１－16－15 27,305 5.29

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 21,010 4.07

青山 圭秀 東京都目黒区 15,880 3.07

齋藤 真織 東京都大田区 8,988 1.74

株式会社サイネックス 大阪府大阪市中央区瓦屋町３－６－13 5,000 0.96

石川 美憂樹 埼玉県川越市 4,500 0.87

仲 常雄 大阪府大阪市此花区 4,495 0.87

井上 久尚 東京都町田市 4,250 0.82

計 ― 278,335 53.92
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平成21年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が24株（議決権24個）が含まれてお

ります。 

  

平成21年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式   748
―

当社は、単元株制度を採用していな
いため、単元株式数はありません。

完全議決権株式(その他) 普通株式 515,406 515,406 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 516,154 ― ―

総株主の議決権 ― 515,406 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ＳＢＲ
東京都港区芝公園２－４
－１

748 ― 748 0.14

計 ― 748 ― 748 0.14

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 7,680 7,460 4,340 5,180 6,580 5,870

最低(円) 6,700 3,540 2,350 2,300 4,250 3,860

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年7月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年7月

１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、清和監査法人により四半期レビューを受けております。 

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,159,479 3,519,107 

受取手形及び売掛金 885,085 1,166,225 

たな卸資産 ※1 52,522 ※1 92,188 

その他 456,613 960,793 

貸倒引当金 △189,053 △82,321 

流動資産合計 3,364,647 5,655,993 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 138,064 154,232 

減価償却累計額 △42,540 △77,939 

建物及び構築物（純額） 95,523 76,292 

車両運搬具 4,030 11,723 

減価償却累計額 △3,259 △9,108 

車両運搬具（純額） 771 2,615 

工具、器具及び備品 650,458 692,114 

減価償却累計額 △500,253 △512,413 

工具、器具及び備品（純額） 150,205 179,701 

建設仮勘定 － 3,692 

貸与資産 233,749 1,075,579 

減価償却累計額 △109,617 △350,336 

貸与資産（純額） 124,132 725,242 

有形固定資産合計 370,632 987,543 

無形固定資産 

ソフトウエア 762,526 786,991 

その他 4,788 5,901 

無形固定資産合計 767,314 792,893 

投資その他の資産 

投資有価証券 34,574 769,637 

敷金及び保証金 750,813 1,203,150 

賃貸用店舗資産 328,705 1,340,251 

破産更正債権等 7,506,185 7,752,251 

その他 479,007 552,204 

貸倒引当金 △6,816,536 △6,773,219 

投資その他の資産合計 2,282,750 4,844,275 

固定資産合計 3,420,697 6,624,711 

資産合計 6,785,344 12,280,705 

20



  

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 197,681 331,921 

短期借入金 1,097,400 ※2 3,580,000 

1年内返済予定の長期借入金 34,000 140,725 

未払金 1,089,062 1,358,780 

未払法人税等 29,234 68,452 

賞与引当金 11,700 19,988 

解約負担引当金 371,367 410,450 

金融取引損失引当金 － 157,408 

移転損失引当金 94,792 505,873 

その他 711,590 895,261 

流動負債合計 3,636,829 7,468,862 

固定負債 

負ののれん － 144,981 

その他 415,806 1,072,798 

固定負債合計 415,806 1,217,779 

負債合計 4,052,635 8,686,642 

純資産の部 

株主資本 

資本金 7,744,094 7,744,094 

資本剰余金 7,841,656 7,841,656 

利益剰余金 △12,777,263 △11,905,015 

自己株式 △65,195 △65,195 

株主資本合計 2,743,291 3,615,539 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △10,582 △53,520 

評価・換算差額等合計 △10,582 △53,520 

少数株主持分 － 32,044 

純資産合計 2,732,709 3,594,063 

負債純資産合計 6,785,344 12,280,705 
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

売上高 10,002,574 5,536,620 

売上原価 3,265,581 1,841,858 

売上総利益 6,736,993 3,694,761 

販売費及び一般管理費 ※1 6,748,443 ※1 4,181,132 

営業損失（△） △11,449 △486,371 

営業外収益 

受取利息 15,375 11,770 

受取配当金 4,464 6,446 

負ののれん償却額 20,090 9,061 

持分法による投資利益 7,571 － 

違約金収入 63,942 31,727 

その他 42,942 27,290 

営業外収益合計 154,385 86,296 

営業外費用 

支払利息 15,448 52,822 

投資事業組合損失 42,790 2,069 

リース解約損 10,703 － 

その他 20,400 5,205 

営業外費用合計 89,342 60,098 

経常利益又は経常損失（△） 53,593 △460,173 

特別利益 

固定資産売却益 33,586 14,008 

投資有価証券売却益 － 110,528 

関係会社株式売却益 6,000 147,411 

貸倒引当金戻入額 37,543 － 

その他 － 36,699 

特別利益合計 77,129 308,646 

特別損失 

固定資産売却損 5,988 52,481 

固定資産除却損 115,234 80,734 

関係会社株式売却損 13,973 99,151 

投資有価証券売却損 59,297 14,601 

投資有価証券評価損 54,698 49,670 

投資事業組合解約損 － 51,097 

事業清算損 － 187,143 

貸倒引当金繰入額 1,165,498 135,174 

その他 80,262 32,849 

特別損失合計 1,494,953 702,905 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,364,230 △854,431 

法人税、住民税及び事業税 135,538 287 

法人税等調整額 △31,141 17,636 

法人税等合計 104,396 17,924 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 8,152 △108 

四半期純損失（△） △1,476,779 △872,248 
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円) 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

売上高 5,016,976 2,473,978 

売上原価 1,651,308 755,815 

売上総利益 3,365,668 1,718,162 

販売費及び一般管理費 ※１ 3,365,668 ※１ 1,912,981 

営業損失（△） △0 △194,818 

営業外収益 

受取利息 10,067 7,881 

負ののれん償却額 7,992 － 

持分法による投資利益 28,045 － 

違約金収入 6,004 3,457 

その他 27,441 12,522 

営業外収益合計 79,551 23,862 

営業外費用 

支払利息 7,751 23,954 

投資事業組合損失 40,677 － 

その他 10,214 19 

営業外費用合計 58,643 23,973 

経常利益又は経常損失（△） 20,906 △194,930 

特別利益 

固定資産売却益 33,306 11,125 

投資有価証券売却益 － 100,000 

関係会社株式売却益 6,000 147,411 

貸倒引当金戻入額 29,948 － 

その他 － 36,699 

特別利益合計 69,255 295,235 

特別損失 

固定資産売却損 5,980 45,937 

固定資産除却損 99,999 65,134 

関係会社株式売却損 13,973 5,973 

投資有価証券売却損 59,297 － 

投資有価証券評価損 54,698 2,670 

投資事業組合解約損 － 51,097 

事業清算損 － 43,596 

貸倒引当金繰入額 660,343 101,567 

その他 59,571 8,702 

特別損失合計 953,863 324,680 

税金等調整前四半期純損失（△） △863,701 △224,375 

法人税、住民税及び事業税 61,972 △15,851 

法人税等調整額 △30,286 5,393 

法人税等合計 31,685 △10,458 

少数株主利益 1,058 － 

四半期純損失（△） △896,445 △213,917 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,364,230 △854,431 

減価償却費 519,823 280,513 

のれん償却額 151,713 － 

負ののれん償却額 △20,090 △9,061 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,117,807 156,329 

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,168 3,783 

解約負担引当金の増減額（△は減少） △1,656 △39,083 

移転損失引当金の増減額(△は減少） － △411,081 

金融取引損失引当金の増減額（△は減少） － △157,408 

受取利息及び受取配当金 △19,839 △18,216 

支払利息 15,448 52,822 

持分法による投資損益（△は益） △7,571 － 

関係会社株式売却益 △6,000 △147,411 

関係会社株式売却損 13,973 99,151 

投資有価証券売却益 － △110,528 

投資有価証券売却損 59,297 14,601 

投資有価証券評価損 54,698 49,670 

投資事業組合解約損 － 51,097 

固定資産売却益 △33,586 △14,008 

固定資産売却損 5,988 52,481 

固定資産除却損 115,234 80,734 

事業清算損 － 187,143 

売上債権の増減額（△は増加） △160,205 188,952 

たな卸資産の増減額（△は増加） 11,976 28,529 

営業立替金の増減額（△は増加) △959,676 － 

貸与資産の取得による支出 △277,303 △9,416 

賃貸用店舗資産の取得による支出 △246,058 △65,246 

賃貸用店舗資産の売却による収入 － 432,934 

仕入債務の増減額（△は減少） △80,755 △89,755 

未払金の増減額（△は減少） 45,759 △235,103 

未払費用の増減額（△は減少） △58,945 △49,162 

その他 214,665 535,824 

小計 △919,703 4,654 

利息及び配当金の受取額 44,590 17,418 

利息の支払額 △15,730 △51,671 

事業清算損の支払額 － △176,542 

法人税等の支払額 △59,803 △49,337 

法人税等の還付額 － 113,005 

営業活動によるキャッシュ・フロー △950,646 △142,471 
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（単位：千円） 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △62,665 △91,176 

有形固定資産の売却による収入 97,634 15,007 

無形固定資産の取得による支出 △240,933 △175,051 

無形固定資産の売却による収入 59,438 5,864 

投資有価証券の売却による収入 14,421 768,791 

敷金及び保証金の差入による支出 △85,866 △187,693 

敷金及び保証金の回収による収入 101,394 558,448 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△139,082 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 

－ △62,230 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 

－ 323,951 

関係会社株式の売却による収入 128,220 － 

貸付けによる支出 △1,100 △2,500 

貸付金の回収による収入 4,489 222,632 

その他 △72,335 21,358 

投資活動によるキャッシュ・フロー △196,384 1,397,402 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 1,100,000 850,000 

短期借入金の返済による支出 △600,000 △3,439,325 

長期借入れによる収入 30,000 － 

長期借入金の返済による支出 △150,365 － 

配当金の支払額 △119,282 △833 

その他 △4,613 3,171 

財務活動によるキャッシュ・フロー 255,738 △2,586,987 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △891,291 △1,332,056 

現金及び現金同等物の期首残高 4,521,859 3,411,892 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 3,630,568 ※1 2,079,836 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更

 (1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、株式会社テレウェイヴリンクス及び株式会社

アイピーアンドケイは、平成21年４月１日付で当社が吸収合併したことにより、 

株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部及び株式会社アペックス・インターナショナ

ルは、すべての保有株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、株式会社テンポリノベーション及び株

式会社キュアリアスは、すべての保有株式を売却したことにより、連結範囲から除

外しております。 

 

（会計方針の変更）

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の

範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号 平成20年５月13

日）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

 

 (2)変更後の連結子会社の数

 ４社
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１. 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「営

業立替金の増減額（△は増加）」は金額的重要性が減少したため、当第２四半期連結累計期間より「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連結累計期間の営

業立替金の増減額（△は増加）」は115,883千円であります。

２. 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「賃貸用店舗資産の売却による収入」は、金額的重要性が増したため、当第２四半期連結累計期

間より区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「賃貸用店舗資産の売却による収入」は

30,935千円であります。

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払金」は金額

的重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会計

期間の「未払金」は1,263,973千円であります。

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

１．棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 50,259 千円

原材料及び貯蔵品 2,263 千円

計 52,522 千円

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 77,975 千円

原材料及び貯蔵品 14,212 千円

計 92,188 千円

 

※２ 

 ─────────

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

   当社及び一部の連結子会社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。

   当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントラインに係る借入未実行残高は、次

のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントラインの総額

2,200,000千円

借入実行額 1,100,000千円

差引額 1,100,000千円

  ３ 保証債務

   東京センチュリーリース株式会社との業務提携契
約に従い、当社の販売商品に係る東京センチュリー
リース株式会社のリース契約先53件に対する未経過
リース料総額66,912千円の債務保証を行っておりま
す。

   三井住友ファイナンス＆リース株式会社との業務
提携契約に従い、当社の販売商品に係る三井住友フ
ァイナンス＆リース株式会社のリース契約先52件に
対する未経過リース料総額74,589千円の債務保証を
行っております。 
 また、三菱UFJリース株式会社との業務提携契約
に従い、当社の販売商品に係る三菱UFJリース株式
会社のリース契約先19件に対する未経過リース料総
額30,153千円の債務保証を行なっております。

  ３ 保証債務

  東京センチュリーリース株式会社との業務提携契
約に従い、連結子会社の販売商品に係る東京センチ
ュリーリース株式会社のリース契約先72件に対する
未経過リース料総額106,507千円の債務保証を行っ
ております。

  三井住友ファイナンス＆リース株式会社との業務
提携契約に従い、連結子会社の販売商品に係る三井
住友ファイナンス＆リース株式会社のリース契約先
56件に対する未経過リース料総額91,608千円の債務
保証を行っております。 
 また、三菱UFJリース株式会社との業務提携契約
に従い、連結子会社の販売商品に係る三菱UFJリー
ス株式会社のリース契約先21件に対する未経過リー
ス料総額38,100千円の債務保証を行なっておりま
す。

28



 
  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

 額は次のとおりであります。

従業員給与手当 2,652,305 千円

賞与引当金繰入額 7,107

解約負担引当金繰入額 112,284

のれん償却額 151,713
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

 額は次のとおりであります。

従業員給与手当 1,904,784 千円

賞与引当金繰入額 13,703

解約負担引当金繰入額 204,668

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

 額は次のとおりであります。

従業員給与手当 1,312,207 千円

賞与引当金繰入額 5,958

解約負担引当金繰入額 51,756

のれん償却額 75,856
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

 額は次のとおりであります。

従業員給与手当 879,500 千円

賞与引当金繰入額 5,400

解約負担引当金繰入額 91,932
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成20年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,857,470千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△213,008千円

別段預金 △13,893千円

現金及び現金同等物 3,630,568千円
 

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期末連結累計期

間残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成21年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,159,479千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△70,600千円

別段預金 △9,043千円

現金及び現金同等物 2,079,836千円
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１

日 至 平成21年９月30日) 
  
１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．自己株式に関する事項 

 
  

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 ５．株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 516,154

株式の種類
当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 748
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前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成

20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

 当社グループの事業はソリューション事業の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。 
  

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成

20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、当該事項はありませ

ん。 
  
  

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成

20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため、当該事項はありません。 

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

 
  

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２．１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 第２四半期連結累計期間 

 
(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため、記載しておりません。  

(注)２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

 

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

5,302.05円 6,911.09円

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 2,732,709 3,594,063

普通株式に係る純資産額（千円） 2,732,709 3,562,019

差額の主な内訳（千円）

 少数株主持分 ― 32,044

普通株式の発行済株式数（株） 516,154 516,154

普通株式の自己株式数（株） 748 748

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

515,406 515,406

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △2,865.37円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

１株当たり四半期純損失(△) △1,692.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

四半期純損失(△) (千円) △1,476,779 △872,248

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △1,476,779 △872,248

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 515,388 515,406

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―
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 第２四半期連結会計期間 

 
(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため、記載しておりません。  

(注)２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

 
  

  

前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △1,739.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

１株当たり四半期純損失(△) △415.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日  
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

四半期純損失(△) (千円) △896,445 △213,917

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △896,445 △213,917

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 515,402 515,406

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

当社は、平成21年９月30日開催の取締役会において、連結子会社であるロイヤルハウス株式会社の株

式の一部を、ロイヤルハウス株式会社及び他１社へ売却することを決議し、平成21年10月１日をもって

売却いたしました。これにより、ロイヤルハウス株式会社は持分法適用関連会社となりました。 

(1) 子会社株式の売却理由 

当社グループは、当連結会計年度における経営方針として、事業の柱であるＩＴパッケージ販売に経

営リソースを集中させることによる「本業回帰」をテーマに掲げ、周辺事業の縮小、グループ再編及び

組織規模の最適化等に取り組んでおり、当社グループの主力事業であるＩＴパッケージ販売との事業関

連性が低いと判断し、株式の一部をロイヤルハウス株式会社及び他１社へ売却することといたしまし

た。 
  
(2) 売却する相手会社の名称 ロイヤルハウス株式会社 

               株式会社TIAND HOLDING CORPORATION 

(3) 売却の時期       平成21年10月１日 

(4) 当該子会社の概要 

①当該子会社の名称    ロイヤルハウス株式会社 

②事業内容        新築戸建住宅ＦＣ事業、資材の販売 

③当社との取引内容    工務店・工事会社向け経営支援サービスの提供 

(5) 当該子会社売却の内容 

①売却する株式の数    ロイヤルハウス株式会社       432株 

              株式会社TIAND HOLDING CORPORATION 313株 

②売却価額        189百万円 

③売却損          52百万円 

④売却後の持分比率    42.9％ 

(6) その他重要な特約等 

本株式売却後、当社が保有するロイヤルハウス株式会社の残株式235株については、平成22年３月末

日までにロイヤルハウス株式会社、株式会社TIAND HOLDING CORPORATIONもしくはそれ以外の第三者に

対して譲渡するものとしております。また、その譲渡先はロイヤルハウス株式会社が検討し決定いたし

ます。 
  

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年７月27日

株式会社ＳＢＲ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＳＢＲ（旧社名：株式会社テレウェイヴ）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計

年度の第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日）に係る訂正報告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＢＲ及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。 

  

追記情報 

四半期報告書の訂正報告書の提出理由の記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第

４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表につい

て四半期レビューを行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

清和監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  川 田 増 三    印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大 塚 貴 史    印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成21年11月13日

株式会社ＳＢＲ 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＳＢＲの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＢＲ及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は連結子会社であるロイヤルハウス株式会社の株式の一部を平成21

年10月１日に売却し、これによりロイヤルハウス株式会社は持分法適用関連会社となった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

清和監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    川 田 増 三       印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    大 塚 貴 史       印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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